
学費の公私間格差是正、『私学も無償に』、就学支援金制度の維持・拡充、 
 

 
 

 
 都道府県議会向けの署名運動も大詰めを迎えています。その署名運動の追い込みを訴える記事と同時に、11/16に開催した「私学のひろば」を報じ

る新潟日報を掲載した「にいがた私学助成をすすめる会ニュース」が届きました。 
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